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児童福祉主管部（局）長 殿  定 都  

已童相談所設  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長  

地方公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について   

「児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」（平成19年法  

律第73号。以下「改正法」という。）については、本年4月1日から施行されるところ、  
その内容については、「「児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する  
法律」の施行について」（平成20年○月○日雇児発第000号厚生労働省雇用均等・児童  

家庭局長通知）でお示ししたとおりであるが、改正法による改正後の児童虐待の防止等に  
関する法律第4条において、児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受け  
た事例について、国・地方公共団体双方についての分析の責務が規定されることとなった  
ところである。   

今後、国及び地方公共団体それぞれにおいては、当該責務を踏まえ、児童虐待を受けた児  
童がその心身に著しく重大な被害を受けた事例の検証作業を行うことにより、児童虐待防  
止対策が進展することが期待されるが、地方公共団体における事例の検証作業の参考とな  
るよう、今般、その基本的な考え方、検証の進め方等について通知するものである。   

っいては、別紙の内容を御了知の上、管内の市町村並びに関係機関等に周知いただくと  
ともに、その運用に遺漏のないようお願いする。   

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の規定に基  
づく技術的な助言である。  
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別紙  

地方公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について   

基本的な考え方  

目的   

検証は、虐待による児童の死亡事例等について、事実の把握、発生原因の分析等を  

行い、必要な再発防止策を検討するために行う。  

2 実施主体   

都道府県（指定都市・児童相談所設置市を含む。以下同じ。）が実施することとし、  

検証の対象となった事例に関係する市町村は当該検証作業に参加・協力するものとす   

る。   

なお、児童相談所、市町村（要保護児童対策地域協議会）その他の機関が独自に検   
証を行うことも望ましい。  

3 検証組織   

検証組織は、その客観性を担保するため、都道府県児童福祉審議会（児童福祉法第   

8条第1項に規定する都道府県にあっては、地方社会福祉審議会。以下同じ。）の下に   

部会筆を設置する。なお、検証組織は、地域の実情に応じて事例ごとに随時設置する   

ことも考えられるが、常設することがより望ましい。事務局は、当該事例に直接に関   

与した、ないし直接関与すべきであった組織以外の部局に置くものとする。   

4 検証委員の構成   

検証委員は外部の者（当該事例に直接関与した、ないし直接関与すべきであった組   

織の者以外の者）で構成することとする。また、会議の開催に当たっては、必要に応   

じて、教育委員会や警察の関係者の参加を求めるものとする。   

5 検証対象の範囲   

検証の対象は、都道府県又は市町村が関与していた虐待による死亡事例（心中を含   

む）全てを検証の対象とする。ただし、死亡に至らない事例や関係機関の関与がない   

事例（車中放置、新生児遺棄致死等）であっても検証が必要と認められる事例につい   

ては、あわせて対象とする。   

なお、都道府県は、児童相談所、福祉事務所又は市町村が関与していない事例を含   

め、広く虐待による死亡事例等の情報収集に努めるものとする。   

6 会議の開催   

死亡事例等が発生した場合、準備が整い次第速やかに開催することが望ましいが、  

年間に複数例発生している地域等、随時開催することが困難な場合には、複数例を合   

わせて検証する方法も考えられる。  
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7 検証方法  

（1）事例ごとに行う。なお、検証に当たっては、その目的が再発防止策を検討するた  

めのものであり、関係者の処罰を目的とするものでないことを明確にする。  

（2）都道府県は、市町村、関係機関等から事例に関する情報の提供を求めるとともに、  

必要に応じ関係者からヒアリング等を行い、情報の収集及び整理を行う。その情  

報を基に、、検証組織は関係機関ごとのヒアリング、現地調査その他の必要な調査  

を実施し、事実関係を明らかにするとともに発生原因の分析等を行う。  

（3）検証組織は、調査結果に基づき、スタッフ、組織などの体制面の課題、対応・支  

援のあり方など運営面の課題等を明らかにし、再発防止のために必要な施策の見  

直しを検討する。  

（4）プライバシー保護の観点から、会議は非公開とすることができるが、審議の概要  

及び提言を含む報告書は公表するものとする。  

（5）関係行政機関からの情報提供については、児童福祉法第8条第5項において、「都  

道府県児童福祉審議会（略）は、特に必要があると認めるときは、関係行政機関  

に対し、所属職員の出席説明及び資料の提出を求めることができる」とされてい  

る。  

また、民間の関係機関からの情報提供については、個人情報の保護に関する法律   

（平成15年法律第57号）第23条に定める第三者提供の制限の適用除外に該当する。  

これは、同適用除外の場合として、同条第1項第3号において「児童の健全な育  

成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難で  

あるときrlが規定されているが、「児童の健全な育成の推進」には児童虐待の防止  

等も含まれるため、検証作業のために民間機関が個人情報を提供することは同号  

に該当することによる。  

8 報告等  

（1）検証組織は、検証結果とともに、再発防止のための提言をまとめ、都道府県に報  

告するものとする。  

（2）都道府県は、検証組織の報告を公表するとともに、報告を踏まえた措置の内容及  

び当該措置の実施状況について、検証組織（都道府県児童福祉審議会）に報告す  

るものとする。  

（3）都道府県は、検証組織の報告を踏まえ、必要に応じ、関係機関に対し指導を行う  

とともに、市町村に対して技術的助言を行う。  

（4）都道府県においては、検証結果について、国に報告するものとする。  

なお、国においては、社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関す  

る専門委員会において検証作業を行っているが、児童福祉法第8条第6項においては、  

「社会保障審議会及び児童福祉審議会（都道府県児童審議会及び市町村児童福祉  

審議会）は、必要に応じ、相互に資料を提供する等常に緊密な連絡をとらなけれ  

ばならない」とされている。  

9 児童相談所又は市町村等による検証  
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（1）検証の対象となった事例に直接関係する児童相談所や市町村等は、当該検証作業  

に参加、協力するものとするが、児童相談所、市町村（要保護児童対策地域協議   

会）その他の関係機関がそれぞれの再発防止策を検討する観点から独自に検証を  

実施することも重要である。  

（2）児童相談所や市町村等が実施する検証は、事例に直接関係していた当事者間によ  

る内部検証であり、事例を通じて自己点検を行い、機関内における再発防止策を   

検討したり、都道府県の検証結果を受けて具体的に実施すべき改善策を検討した  

りするものであることから、第三者による外部検証を念頭に置いた検証とは性質  

を異にするものであるが、7の検証方法等については、その趣旨に沿って、検証  

が実施されるのが望ましい。  

検証の進め方  

事前準備  

（1）情報収集  

検証の対象事例について、事務局は、下記の事項に関する情報収集を行う。この   

場合、事務局は、必要に応じて関係機関等からヒアリングを行う。   

・死亡した児童及び家族の状況、特性等   

・ 死亡に至った経緯   

・児童相談所の関与状況等（児童記録票の写し等）   

・市町村の関与状況等   

・ その他の関係機関の関与状況等  

（2）資料準備   

ア （1）で収集した情報に基づき、事実関係を時系列及び関係機関別にまとめ、  

上記の内容を含む「事例の概要」を作成する。  

「事例の概要」には、この後、検証委員からの関係機関ごとのヒアリング等によ  

り明らかになった事実を随時追記していき、問題点・課題を抽出するための基礎  

資料とする。   

イ 現行の児童相談体制に関する以下の内容を含む資料を作成する。  

・ 各児童相談所の組織図  

・職種別スタッフ数  

・ 相談件数  

・相談対応等の概要  

・ その他必要な資料   

ウ 検証の方法、スケジュールについて計画を立て資料を作成する。   

エ その他（検証組織の設置要綱、委員名簿、報道記事等）の資料を準備する。  

2 事例の概要把握   

会議初回には、検証に当たり、その目的が再発防止策を検討するためのものであり、   

関係者の処罰を目的とするものでないことを検証委員全員で確認した上で、検証の対   

象となる事例の概要を把握する。  
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（1）確認事項   

ア 検証の目的   

イ 検証方法（関係機関ごとのヒアリング、現地調査等による事実関係の確認、問  

題点∴課題の抽出、提案事項の検討、報告書の作成等）   

り 検証スケジュール  

（2）事例の概要把握   

ア 事前に収集された情報から事例の概要を把握する。   

イ 疑問点や不明な点を洗いだす。  

3 事実関係の明確化   

事例への関係機関の関与状況について、関係機関ごとのヒアリング等を実施するこ   

とにより、事実をさらに詳細に確認していく。  

（1）関係機関ごとのヒアリング   

ア ヒアリングには、検証委員の一部あるいは全員が参加することを原則とし、当  

該事例に直接関与した、ないし直接関与すべきであった組織の者以外の者が実施  

する。   

イ ヒアリングの対象者は、関係機関の所属長あるいはそれに準ずる者とし、必要  
と状況に応じて、事例を直接担当していた職員を対象とする。  

ウ ヒアリングは、状況に応じて本庁等で実施するか、あるいは、検証委員及び事  

務局が現地に赴き実施する。   

エ ヒアリングでは、それまでに確認した事例の概要では不明な点や、事例に直接  

関わった機関の所属長あるいは担当職員の意見を客観的に聴取し、事例の全体像  

及び関係機関との関与状況をさらに詳細に把握していく。   

オ ヒアリングは、個人の責任追及や批判を行うためのものではない。  

カ 事務局は、ヒアリングの内容について記録を作成するとともに、当初作成した  

「事例の概要」に、追記していく。  

（2）現地調査   

ア 児童の生活環境等を把握するために、必要に応じて検証委員による現地調査を  

実施する。   

イ 事務局は、現地調査の結果について記録を作成する。  

4 問題点・課題の抽出   

関係機関ごとのヒアリング等により、事例の事実関係が明確になった段階で、それ   

を基に、なぜ検証対象の死亡事例が発生してしまったのか、事例が発生した背景、対   

応方法、関係機関の連携、組織上の問題、その他の問題点・課題を抽出する。  

この作業を徹底して行うことが、その後の具体的な提言につながることから、特に   

時間をかけて検討を行うともに、検討に当たっては、客観的な事実、データに基づき、   

建設的な議論を行うことが期待される。  

5 提言  
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事例が発生した背景、対応方法、関係機関の連携、組織上の問題等、抽出された問  

題点・課題を踏まえ、その解決に向けて実行可能性を勘案しつつ、具体的な対策を提  

言する。  

6 報告書（問題点・課題の抽出以降並行作業）  
（1）報告書の作成  

ア 報告書の骨子について検討する。   

イ 報告書に盛り込むべき下記内容例を参考に、それまでの検証組織における審議  

結果を踏まえ報告書の素案を作成する。盛り込むべき内容例として鱒、次のもの  

が考えられる。  

・ 検証の目的  

・ 検証の方法  

・ 事例の概要  

・ 明らかとなった問題点・課題  

問題点・課題に対する提案（提言）   
・ 

・ 会議開催経過  

・ 検証組織の委員名簿  

・ 参考資料  

り 検証組織において、報告書の内容を検討、精査する。  

エ 検証組織は報告書を都道府県に提出する。  

（2）公表  

事務局は報告書を公表するとともに、厚生労働省に報告書を提出する。  

児童虐待による死亡事例の検証を行うことは、その後の児童虐待防止対策に密接  

に関連するものであり、児童虐待防止法第4条において国及び地方公共団体の検証   

に係る責務が規定されたことから、検証結果は公表されるべきであるが、公表に当  

たっては、個人が特定される情報は削除する等、プライバシー 保護について十分配  

慮する。  

（3）報告書の提言を受けて  

事務局は、報告書の提言を受けて、速やかに、具体的な措置を講じるとともに、   

講じた措置及びその実施状況について検証組織（都道府県児童福祉審議会）に報告  

する。  
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別添  

【参 考】検証の進め方の例  

検証は、下記の図のような流れで実施する  

［二車重コ  ●関係機関から事例に関する情報収集、概要資料作成  

●現行の児童相談体制等検証に必要な関係資料作成  

○検証の日的の確認  

○検証の方法、スケジュールの確認  

○事例の概要把握  ［二重垂コ  

○児童相談所、市町村その他の関係機関や関係者からのヒアリ   

ング  

○現地調査（ヒアリングを現地で行う場合を含む）   

●ヒアリング結果資料作成（事例の概要を詳細化）  

○問題点・課題の抽出  

○問題点・課題に対する提言の検討   

●報告書素案作成  

○報告書素案検討  

会議複数開催  

て⊂ゝ  

○報告書とりまとめ  会議最終回  

て∴‾‖・－－∴－  

●報告書の公表  

●提言を基に再発防止策の措置を講ずる  

報告書とりまと  

（注）●事務局作業  

○会議における議事内容  
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子どもを守る地域ネットワーク等の設置状況（都道府県別）  

○ 子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）又は虐待防止ネットワークの都道府県別設置状況  

設置済み  都道府県数   
市町村の割合  （構成比）   

100％   
13  

（27．6％）   

80％一〉99％   
18  

（38．3％）   

60％～79％   
14  

（29．8％）   

40％・｝59％   
2  

（4，3％）   

20％～39％   
0  

（0．0％）   

0％′－19％   
0  

（0．0％）  

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全体  

数   ％   数   ％   数   ％   

北 海 道  118   65．6％   36   20．0％   154  85．6％   

青 森 県  24   60．0％   4   10．0％   28   70．0％   

岩手 県  33   94．3％   2   5．ナ％   35   100．0％   

宮城 県  23   63．9％   30．6％   34   94．4％   

秋 田 県  16   64．0％   4．0％   68．0％   

山 形 県  15   42．9％   19   54．3％   34   97．1％   

福 島 県  25   41．7％   19   31．7％   44   73．3％   

茨 城 県  35   79．5％   3   6．8％   38   86．4％   

栃木 県  30   96．8％   0   0．0％   30   96．8％   

群 馬 県  13   34，2％   28．9％   24   63．2％   

埼玉 県  65   92．9％   5   7．1％   70  100．0％   

千葉 県  30   53．6％   24   42．9％   54   96．4％   

東京都  39   62．9％   9   14，5％   48   77．4％   

神奈川県  32   97．0％   3．0％   33   100．0％   

新潟 県  16   45．7％   9   25．7％   25   71．4％   

富 山 県  12   80．0％   0   0．0％   12   80．0％   

石 川 県  19   100．0％   0   0．0％   19  100．0％   

福 井 県  13   76．5％   4   23．5％   17   100．0％   

山 梨 県  24   85．7％   3   10．7％   27   96．4％   

長野 県  36   44．4％   13   16．0％   49   60．5％   

岐阜 県  42   100．0％   0   0．0％   42   100．0％   

静 岡 県  19   45．2％   19   45．2％   38   90．5％   

愛 知 県  62   98．4％   1．6％   63   100．0％   

三 重 県  23   79．3％   6   20．7％   29   100．0％  

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全体  

数   ％   数   ％   数   ％   

滋 賀 県   42．3％   15  57．7％   26  100．0％   

京都府   5  19．2％   13  50．0％   18  69．2％   

大 阪府   40  93．0％   2   4．7％   42  97，7％   

兵庫 県   39  95．1％   2   4．9％   41  100．0％   

奈 良 県   19  48．7％   9  23．1％   28  71．8％   

和歌山県   18  60．0％   5  16．7％   23  76．7％   
鳥 取 県   15  78．9％   4  21．1％   19  100．0％   

島 根 県   20  95．2％   4．8％   21  100．0％   

岡 山 県   21  77．8％   3  11．1％   24  88．9％   

広 島 県   19  82．6％   3  13．0％   22  95．7％   

山 口 県   18  81．8％   0   0．0％   18  81．8％   

徳島 県   16  66．7％   6  25．0％   22  91．7％   

香 川 県   7  41．2％   7  41．2％   14  82．4％   

愛 媛 県   15  75．0％   5．0％   16  80．0％   

高 知 県   12  34．3％   31．4％   23  65．7％   

福 岡 県   25  37．9％   13  19．7％   38  57．6％   

佐 賀 県   47．8％   4  17．4％   15  65．2％   

長 崎 県   16  、69．6％   6  26．1％   22  95，7％   

熊本 県   33  68．8％   14  29．2％   47  97．9％   

大 分 県   16  88．9％   2  11，1％   18  100．0％   

宮 崎 県   15  50．0％   2   6．7％   17  56．7％   

鹿児島県   22  44，9％   9  18．4％   31  63．3％   

沖 縄 県   16  39．0％   26．8％   27  65．9％   

全   国  1，193  65，3％   343  18．8％  1．536  84．1％   

※ 平成19年4月1日現在   
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子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（案）  

（次世代育成支援対策交付金）  

（丑趣  

市町村において、「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対   

策地域協議会）」（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童   

対策調整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワー  

クの関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門   

性強化を図るとともに、地域ネットワークと訪問事業が連携を図り、   

児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応に資することを目的とする。   

②事業内容  

ア 基本事業  

・調整機関に職員を配置する市町村に対し、専門性の向上を図る取  

組を行う場合に交付する。  

（ア）職員の配置  

調整機関に、専任職員（非常勤職員等を含む）を原則として配  

置すること。  

なお、専任職員（非常勤職員を含む）は、調整機関が行う業  

務に影響のない範囲内において、業務量に関わりなく調整機関  
の業務以外の、母子、保育、障害児等を含む児童福祉分野の業  

務に携わっている者であっても差し支えないものとする。  

（イ）取組内容  

（ア）の職員の専門性の向上のため、次の取組を行う。  

a 配置職員が児童福祉司と同様の資格の任用要件を満たして  
いない場合  

・別添1のaの「児童福祉司任用資格取得のための研修（講  

習会）」を受講させる。  

b 配置職員が児童福祉司の任用要件を満たしている場合  

・別添1のbの「更に児童虐待への専門性を向上させるため  

の研修」を受講させる。   

イ 付加的事業  

アの基本事業に加えて、次の（ア）～（ウ）の取組を行う市町村に対  

して交付する。  
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（ア）地域ネットワーク構成員のレベルアップを図る取組  

地域ネットワーク構成員に対し、  

a アドバイザーとして学識経験者等の専門家を招碑し、児童  
虐待対応についての共有認識と役割分担等の効果的な運営手  

法についての研修会・講習会などを開催する。  

b 地域ネットワークの個別ケース検討会議又は実務者会議に、  

アドバイザーとして学識経験者等を招き、個別ケースについ  

ての具体的な支援方法及び進行管理等についての助言・指導  

を受ける。  

他市町村の地域ネットワークと情報交換会等を開催し、効  

果的な運営手法や個別ケースについての支援方法及び進行管  

理等について充実強化を図る。  

（イ）地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組（別添2参照）  

地域ネットワークと訪問事業（生後4か月までの全戸訪問事業  

（こんにちは赤ちゃん事業）及び育児支援家庭訪問事業並びに母  

子保健法に基づく訪問事業をいう。）が、次のとおり連携した取  

組を行う。  

・地域ネットワークの調整機関が育児支援家庭訪問事業の中核  

機関となり、地域ネットワークによる支援内容の協議の結果  

に基づき、育児支援家庭訪問事業の実施のための進行管理や  

その他の支援に係る連絡調整を行う。  

・生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）  

又は母子保健法に基づく訪問事業により把握された支援対象  

者の中で、特に地域ネットワークによるケース対応が必要な  

家庭に対して、地域ネットワークは訪問者と協力して支援を  

行う。  

なお、生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃ  

ん事業）と母子保健法に基づく訪問事業は、各々併せて実施  

することが可能である。  

（ウ）地域住民への周知を図る取組  

地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての地域住民へ  

の周知を図るため、次の取組を行う。  

a 地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象として、講演  
会やシンポジウムの開催を行い、地域ネットワーク活動や  

訪問事業活動についての情報発信を行う。  

b 地域ネットワーク活動や訪問事業活動についてのマニュア  

ルや援助事例集、または社会資源名簿（社会資源集）を作  

成・配布し、周知を図る。  
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③交付の条件  

ア 基本事業  

・調整機関に一定の専門性を有した職員の配置を促進する取組  

②のアの（イ）のa又はbの研修を受講した人数に応じて、1人  

あたり0．4ポイントを交付する。  

イ 付加的事業  

アの基本事業の実施を要件とし、次の（ア）～（ウ）の取組を行った  

場合に、各々ポイントを加算する。  

（ア）地域ネットワーク構成員のレベルアップを図る取組  

イの（ア）のa～Cのいずれかを実施する場合に、1市町村あた  

り3．3ポイントを交付する。  

（イ）地域ネットワークと訪問事業との連携強化を図る取組  

イの（イ）を実施する場合に、1市町村あたり3．6ポイント  
を交付する。  

（ウ）地域住民への周知を図る取組  

イの（ウ）のa、bのいずれかを実施する場合に、1市町村あたり  

3．2ポイントを交付する。  
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（別添1）  

司任用資格取得のための研修（講習会）  

○児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講習会   

⇒社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する   

「児童福祉司資格認定通信課程」  

○児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13号に規定   

する厚生労働大臣が定める講習会   

⇒都道府県が実施する「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」  

童 

虐待への専門性を向上させるための研修  

○子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修センター）   

が実施する研修   

・地域虐待対応アドバンス研修   

・テーマ別研修（親への支援、児童虐待に関する諸問題）  

○その他、都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  
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（参 考）  

児童福祉司の任用資格要件及び講習会について  

・児童福祉司養成校卒業  

児童福祉司  
医師  

社会福祉士  

精神保健福祉士  

・大学卒業  

・大学院卒業  

・外国の大学卒業者  

指定施設におけ   

る実務経験  

1年  

・保健師・助産師  

・看護師  

・保育士  

・教員（専修－1種）  

・教員（2種）  

・児童指導員  

指定施設におけ   

る実務経験   

1～2年  

※資格の右側の年数は、必要な実務経験年数  

■以下の科目のうち、3科目以上  

を修めて大学を卒業  

社会福祉概論、社会福祉事業  

史、社会福祉援助技術論、社会  
福祉調査論、社会福祉施設経  

営論、社会福祉行政論、社会保  

障論、公的扶助論、児童福祉論、  
家庭福祉論、保育理論、身体障  

害者福祉論、知的障害者福祉  

論、精神障害者保健福祉論、  

老人福祉論、医療社会事業論、  

地域福祉論、法学、民法、行政  

法、経済学、社会政策、経済政  

策、心理学、社会学、教育学、  

倫理学、公衆衛生学、医学一般、  
リハビリテーション論、看護学、  

介護概論、栄養学及び家政学  

社会福祉主事として2年以上、  

児童福祉事業に従事  

そ干二  
次に掲げる期間が2年以上  

・社会福祉主事として児童福祉  

事業に従事した期間  
・児童相談所の所員として勤務  

した期間  

社会福祉主事たる資格を取得  3年以上児童福祉事業に従事  
′＝＝■■■■■■■＝  

喜【講習会】  

童 ※1児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講習会  
○児童福祉司認定通信課程  

（実施主体：社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院）  

※2 児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13号に規定する厚生労働大臣が  

定める講習会  

○都道府県が行う児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）  
■■■ ■－－■■－－－－－●－■－－－－－■■－－－●■■■■■■■■■ ■■■■■ ■ ■一■ ■●■■■ ■－■■ －■■■■ ■■■● ■一■ ■■■■l■ －■■■●■■● ●■●■ ■■●  
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指定施設の範囲  

○ 指定施設の範囲は、福祉に関する相談援助をその業務とする社会福祉士及び精神保健   
福祉士の受験資格を得るための実務経験の場として認められている施設その他厚生労働   

大臣が適当と認める施設とする（児童福祉法施行規則第5条の3）。具体的には、以下   
の施設が該当する。  

1．傭第4号の厚生 労働省令で定める施設   

○ 地域保健法の規定により設置される保健所   
○ 児童福祉法に規定する児童相談所、母子生活支援施設、児童養護施設、知的障害児施設、  

知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障  
害児短期治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センター   

○ 医療法に規定する病院及び診療所   
○ 身体障害者福祉法に規定する身体障害者更生相談所、身体障害者更生施設、身体障害者  

療護施設、身体障害者福祉ホーム、身体障害者授産施設及び身体障害者福祉センター   
○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神保健福祉センター及び精神障  

害者社会復帰施設   

○ 生活保護法に規定する救護施設及び更生施設   
○ 社会福祉法に規定する福祉に関する事務所   
○ 売春防止法に規定する婦人相談所及び婦人保護施設   
○ 知的障害者福祉法に規定する知的障害者更生相談所、知的障害者デイサービスセンター、  

知的障害者更生施設、知的障害者授産施設、知的障害者通勤寮及び知的障害者福祉ホーム   
○ 老人福祉法に規定する老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護老人ホーム、  

特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老人介護支援センター   
○ 母子及び寡婦福祉法に規定する母子福祉センター   
○ 介護保険法に規定する介護保険施設   
○ 前各号に掲げる施設に準ずる施設として厚生労働大臣が認める施設  

2．棚第4号の厚生労働省令で定める施設   

○ 精神病院   

○ 病院又は診療所（精神病床を有するもの又は精神科若しくは心療内科を広告しているも  
のに限る。）   

○ 保健所   

○ 地域保健法に規定する市町村保健センター   
○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神保健福祉センター、精神障害  

者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉ホーム、精神障害者福祉工場、精  
神障害者地域生活支援センター及び精神障害者地域生活援助事業を行う施設   

○ 前五号に掲げる施設に準ずる施設として厚生労働大臣が認める施設  
3働こ準ずる施設として厚生労働大臣が認める施設   

○ 保育所   

○ 乳児院  

※ 児童福祉司の任用資格要件を満たすためには、指定施設において、福祉に関する相談等の業務に従  
事していることが必要であり、その具体的な範囲は、下記の通知によるものとするほか、別途通知す   

る・、   
①指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等  

について（昭和63年2月12日 社庶第29号）   
②精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年5月20日 障精第0520001号）  
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地域ネットワークと訪問事業との連携強化（イメージ）  

育児支援  

家庭訪問事業  

生後4か月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちゃん事業）  

要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）  訪問内容  
訪問内容  

子育て支援の情報提供  

母親の不安や悩みに耳  

を傾ける  

養育環境の把握  

保護者の育児、家事  
等養育能力を向上さ  

せるための支援  

ケ
ー
ス
対
応
会
議
 
 

調整機関  

（育児支援家庭訪問事業  

中核機開）  

進行管理  

訪問者  
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